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北海道私学振興基金協会貸付事業（利子補給） 交付要綱 

 
第１ 目的 
  この補助金は、公益社団法人北海道私学振興基金協会（以下「基金協会」という。）が実施する

北海道私学振興基金協会貸付事業の円滑な遂行を図るため、予算の範囲内で補助するものとし、
当該補助金の交付に関しては、北海道補助金等交付規則（昭和 47 年北海道規則第 34 号）の規定
によるほか、この要綱の定めるところによるものとする。 

 
第２ 補助金の交付の対象等 

 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助対象者である基金協会が
「北海道私学振興基金協会貸付事業実施要綱」に基づき実施する事業とし、交付額は、補助金の
交付の申請をした日の属する年度に基金協会が金融機関に支払う利息相当額とする。 

 
第３ 補助金の交付の申請 

１ 基金協会が補助金の交付を受けようとするときは、補助金等交付申請書（別記第１号様式）
に次に掲げる書類を添付して知事に提出しなければならない。 
（１）事業計画書（別記第２号様式） 
（２）補助金等交付申請額算出調書（別記第３号様式） 
（３）経費の配分調書（別記第４号様式） 
（４）事業予算書（別記第５号様式） 
（５）資金収支計画書（別記第６号様式） 
（６）その他、別に指示する書類 

２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。 
（１）提出期限 知事が別に定める日 
（２）提出先  総務部行政局学事課 

 
第４ 補助金の交付の決定等 
  知事は、補助金の交付の申請があったときはその内容を審査し、適当と認めたときは速やかに

交付の決定を行い、別記第７号様式により、申請者に交付の決定の内容及び交付の条件を通知す
るものとする。 

 
第５ 申請の取下げ 

１ 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付の決定の内容又はこ
れに付された条件に対して不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から 10 日以内に、
補助金等交付申請取下書（別記第８号様式）を知事に提出し、申請の取下げをすることができる。 

２  １の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかっ
たものとみなす。 

 
第６ 事情変更による交付の決定の取消し 

１ 知事は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必要が
生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若し
くはこれに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に
係る部分については、この限りでない。 
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２ 知事が１の規定により補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は、次に掲げる場合
に限るものとする。 

（１）天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部又は一部を
継続する必要がなくなった場合 

（２）補助事業者が補助事業を遂行するため必要な土地その他の手段を使用することができない
こと、補助事業に要する経費のうち補助金によってまかなわれる部分以外の部分を負担する
ことができないことその他の理由により補助事業を遂行することができない場合（補助事業
者の責めに帰すべき事情による場合を除く。） 

 
第７ 補助事業の遂行 

補助事業者は、法令の定め並びに補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その他法令
に基づく知事の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行わなければならず、補助
金の他の用途への使用をしてはならない。 

 
第８ 補助事業の変更 

補助事業者は、補助事業の内容の変更をしようとするときは、補助事業等変更承認申請書（別
記第９号様式）に第３の１に掲げる書類を添付の上、あらかじめ知事の承認を受けなければなら
ない。 

 
第９ 補助事業の中止又は廃止 

補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、あらかじめ知事に補助事
業等中止（廃止）承認申請書（別記第 10 号様式）を提出し、その承認を受けなければならない。 

 
第10 補助事業の執行の遅延又は不能 

補助事業者は、補助事業が期限までに完了しないとき又はその遂行が困難となったときは、速
やかに知事に補助事業等執行遅延（不能）報告書（別記第 11 号様式）を提出し、その指示を受
けなければならない。 

 
第11 補助事業の状況報告等 

補助事業者は、当該事業の遂行の状況等に関し、知事から報告を求められたときは指示された
日までに報告を行い、又は道の職員による調査を受けたときは調査に協力しなければならない。 

 
第12 補助事業の遂行等の命令 

補助事業者は、この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って補助事業を遂行
すべきことを知事から命ぜられたときは、その命令に従わなければならない。 

 
第13 補助金の概算払 

補助事業者は、概算払の申請をしようとするときには、補助金等概算払申請書（別記第 12 号
様式）に最新の資金収支計画書（別記第６号様式）を添えて、知事に提出しなければならない。 

 
第14 実績報告等 

補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、補助事業
の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から 30 日以内又は翌年度の４月 10 日のいずれか早
い日までに、補助事業等実績報告書（別記第 13 号様式）に次に掲げる書類を添付して知事に提
出しなければならない。 
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 （１）事業実績書（別記第２号様式） 
 （２）補助金等精算書（別記第 14 号様式） 
 （３）事業精算書（別記第 15 号様式） 
（４）その他、別に指示する書類 

 
第15 補助金の額の確定 

知事は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助事業の実施結果が
交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合すると認めたと
きは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 
第16 交付の決定の取消し 

１ 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部
又は一部を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、そ
の返還を命ずるものとする。 
（１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用しないとき。 
（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金を過大に請求し、又は受領したとき。 
（３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交付する補

助金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 
（４）（１）から（３）までに掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の決定の

内容若しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反した
とき、又は不正な行為をしたとき。 

２ １の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用が
あるものとする。 

 
第17 補助事業に関する帳簿及び書類 

１ 補助事業者は補助事業に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業に要した経費とそれ以外
の経費とを区別することができるようこれを整理し、かつ、これを補助事業の完了の日の属す
る年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

２ １により備えるべき帳簿及び書類は、次のとおりとする。 
（１） 帳簿、伝票、通帳、領収証書、その他収支状況を確認できる書類 
（２） 契約関係書類 
（３） 交付申請から実績報告に至るまでの申請書類、交付の決定に関する書類 

 
 

附 則 
 この要綱は、令和８年４月１日から適用する。 


